
働く女性の無料法律相談事業 【山梨県】

地域の実情と課題

連携団体

今後の課題事業の効果

目的・目標

事業の特徴

総事業費 346 千円

交付金額 173 千円

事業番号 ②

○相談実施件数：27件

働く女性に関連する身近な問題（セクハラ、パワハラ、雇用問題等）につ

いて、女性弁護士等が無料で相談に応じ、女性の働きやすい環境づくり

につながった。

労働人口減少、少子化対策の一環として、働く女性の活躍を妨げる様

々な要因へのサポート体制は継続的に行う必要がある。

職場ハラスメント等に悩む女性のため、今後も継続して周知や相談体制

の充実を図る必要がある。

○山梨県弁護士会

○山梨県県立男女共同参画推進センター

目的： 少子化が進み、労働人口が減っていく中で、女性労働者やこれ

から社会に出て行く女性が妊娠、出産、子育てをしながらいきいき

と活躍できる職場環境づくりのために、その阻害要因となる３大ハ

ラスメント等に悩む女性労働者に対するサポート体制を構築する

ことにより、離職者を減らし、継続就業に結びつけていく。

目標： 相談実施件数 40件（R4）

相談体制の確立に伴い、離職者を減らすことに寄与し、結果、労働人口の

減少への歯止めや子育て世代の人口を増やすことができるため、県全体の

活力獲得ももたらすことができる。

「セクハラ（セクシャルハラスメント）」「マタハラ（マタニティハラスメント）」「パ

ワハラ（パワーハラスメント）」は働く女性を悩ませる３大ハラスメントであり、

山梨労働局（雇用環境・均等室）に寄せられた令和３年度の相談は６８２件、

うち男女雇用機会均等法に関するものが１５０件（セクシャルハラスメント４８

件（構成比３２．０％）、次いで婚姻、妊娠・出産を理由とする不利益取扱い３

９件（構成比２６．０％））となっていた。

女性労働者やこれから社会に出ていく女性がいきいきと活躍できる職場環

境づくりのために、その阻害要因となる３大ハラスメント等に悩む女性労働者

に対するサポート体制が必要となっている。



事業の概要

・相談内容：セクハラや雇用問題、マタハラ等について女性弁護士等がアドバイス。
・実施時期：毎月２回 第２、第４土曜日午後１時～３時

（奇数月ぴゅあ総合のみ、偶数月第２土曜ぴゅあ総合、第４土曜ぴゅあ富士）
・対 象：県内企業で働く女性労働者など
・相談件数：１回あたり４件、1件あたりの所用時間30分を想定
・委 託 先：山梨県弁護士会（法律相談）
・実 績：27件
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